
※全国の状況については、総務省の公表（速報値）ページをご覧下さい。

※全国の状況については、総務省の公表（速報）ページをご覧下さい。

※詳しくは、健全化判断比率等の公表ページをご覧下さい。

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01zaisei07_02000228.html

http://www.soumu.go.jp/iken/kessan_gaiyo.html

１．平成29年度の財政運営と決算

３．健全化判断比率

２．実質収支

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/zsi/new_kenzenka.htm

平成29年度の予算編成にあたっては、「行財政運営方針」に沿って、様々な収支対策
を講じたほか、道税や地方交付税などの歳入の確保はもとより、予算執行の効率化や節
減努力に一層努めた結果、最終的に平成29年度決算は、60億500万円の黒字を確保する
ことができました。
　なお、平成28年度決算と比較すると、ほぼ同規模の決算額となっています。

平成29年度の実質収支額は60億500万円の黒字となり、平成28年度決算に比べ、22億

4,600万円増加しておりますが、決算額に対する黒字の割合は、0.25％と低い水準にあ

り、引き続き厳しい状況となっています。

平成29年度決算に基づく算定においては、実質赤字比率と連結実質赤字比率は算出さ

れず、実質公債費比率は21.1％、将来負担比率は322.2％となりました。

いずれの比率も早期健全化基準を下回っていますが、実質公債費比率及び将来負担比

率ともに、全国的に見て最も悪い水準となっています。

この要因としては、これまで地方債を財源として、積極的に公共投資を実施してきた

ことや、収支不足を補てんするために行政改革推進債や退職手当債を発行してきたこと

により、道債残高や償還額が多額となっていることが挙げられます。

平成29年度 普通会計決算等のポイント
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１　決算規模
（単位：百万円）

※表示単位未満四捨五入の関係で合計・差引が一致しない箇所がある。

1,209

1,829

増減率

0.1%

0.1%

増　減　額

13,856

摘　　要

うち東日本大震災分1,551百万円

うち東日本大震災分1,523百万円

2,246

翌年度に繰り越すべき財源

実 質 収 支

単 年 度 収 支

実 質 単 年 度 収 支

2,246 ▲ 837 3,083

9,503 ▲ 4,353

3,038歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額 2,427,419

  歳入総額は2兆4,379億円で、前年度と比較すると30億円の増(＋0.1％)となりました。
これは、地方交付税などが減少した一方で、道税収入や災害復旧費補助金などの国庫補助金収入が増

加したことが主な要因です。

　歳出総額は2兆4,274億円で、前年度と比較すると18億円の増(＋0.1％)となりました。
これは、教職員の政令市移管に伴い人件費が減少するなどした一方で、移管に伴う交付金や畑作物生

産改善対策費などの補助費等が増加したことが主な要因です。

こうした結果、実質収支は、前年度と比較すると22億4,600万円増加して、60億500万円の黒字を確保
しましたが、決算規模に対する割合は0.25％と、引き続き低い水準となっています。

4,501 5,538 ▲ 1,037

6,005 3,759

普通会計とは、一般会計と特別会計（公営事業会計以外）を合わせたものであり、北海道では一般会

計以外に、公債管理、母子父子寡婦福祉資金貸付事業、中小企業近代化資金貸付事業、苫小牧東部地域

開発出資、石狩湾新港地域開発出資、就農支援資金貸付事業等、沿岸漁業改善資金貸付事業、林業・木

材産業改善資金貸付事業、道営住宅事業、住宅供給公社経営健全化資金貸付事業の10特別会計をまとめ

て普通会計としています。

なお、単純に各会計の決算額を合算したものではなく、普通会計内の重複（繰入金、繰出金等）を控

除するなどの整理をしています。

歳 入 歳 出 差 引 額 10,506 9,297

区　　　　　分 平成29年度

2,425,590

平成28年度

2,437,925 2,434,887

平成29年度 普通会計決算の状況(概要)

○決算規模の推移

○普通会計
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２　主な財政指標等

＜経常収支比率＞

※平成２２年度の全国平均は、１０月１４日総務省公表の速報値

財政指標の説明は、以下のＨＰ（総務省）などでご覧になることができます。

標 準 財 政 規 模 （ 千 円 ）

財 政 力 指 数

http://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/kenzenka/index2.html

  近年、経常収支比率については、概ね同水準で推移していましたが、平成28年度は臨時財政対策債

を含む一般財源が減少したほか、給与の独自縮減の緩和により人件費が増加したことなどから、前年

度と比べて2.1ポイント上昇しました。

　また、平成29年度については、一般財源が減少した一方で、教職員給与費の政令市移管に伴い人件

費が減少したことなどにより、平成28年度とほぼ同水準となっています。

http://www.soumu.go.jp/main_content/000522450.pdf

21.1 20.5 
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３　道債残高の状況等
（単位：百万円）

＜道債残高＞

＜基金残高＞

※四捨五入のため、合計額と内訳の合算額が一致しない箇所があります。

道債残高

基金残高（積立基金）

道民一人当たり残高(千円)

区　　　　　分

収支の均衡を図るために活用する財政調整基金、減債基金の合計残高は、平成29年度末で350億円

となり、前年度より137億円の減となっています。

その他特定目的基金の合計残高は、国民健康保険財政安定化基金への積立てなどにより、71億円の

増となっています。

基
金

平成29年度においては、新規の道債を3,526億円発行した一方で、元金を3,633億円償還しており、
道債残高は107億円減少し5兆8,051億円となっています。

道民一人当たり残高(千円)

道
債

5,805,084 

摘　　　　　要

各年度1/1時点の住民基本台帳人口による

減債基金(満期一括償還分)を除く

各年度1/1時点の住民基本台帳人口による

平成29年度 平成28年度 増　減　額

1,094 

▲ 10,686 5,815,770 

5 

▲ 6,669 

▲ 2 

113,282 
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○道債残高の推移
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１　歳入の状況
（単位：千円）

【主な増減要因】
◆ 地方消費税、個人道民税の増
◆ 地方法人特別譲与税の増
◆ 普通交付税、特別交付税の減
◆ 畑作物対策費補助金、土木災害復旧費補助金の増
◆ 減債基金の取崩の増
◆ 貸付金元利収入の減（中小企業総合振興貸付金）
◆ 病院事業債の増

171,661,309 7.0% 181,287,118 7.4% ▲ 9,625,809 ▲ 5.3%

▲ 221,717

▲ 33,425,311

28.5%

3.7%

0.6%

0.0%

27.1%

0.0%

659,075,467

1.2%

2,925,000

4.7%

100.0%

構成比

4.7%

100.0%

0.4%

0.1%

35,241,724

0.8%

0.1%

8.1%

0.1% ▲ 11.1%

547,187

3,038,366

113,801,218

2,434,886,692

2,601,000

0.0% 1,322,468

32,186,033

7.7%

15.7%

0.5%

19,235,666

28,965,373

364,478,843

区　　　　　　分

地 方 税

地 方 譲 与 税

25.7%

決　算　額

695,812,140

89,241,654

平成29年度

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

1,323,851

625,650,156

1,265,665

15,914,602

繰 越 金 11,472,686

197,103,537

352,044,118

諸 収 入

地 方 債

187,659,410

9,297,052

352,591,305

うち貸付金元利収入

繰 入 金 1.4%

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

28,709,129

383,507,213

11,669,067

42,090

平成28年度

27.6%

3.6%

0.1%

構成比決　算　額

673,443,533

86,775,854

1,545,568

962,987

▲ 324,000

14.4%

0.0%

0.5% ▲ 2,175,634

63.7%

▲ 61.4%

▲ 256,244

19,028,370

3,055,691

うち減収補てん債特例分 0.1%

1.3%

▲ 4.8%

▲ 67,005

合　　　　　　計

114,764,205うち臨時財政対策債

2,437,925,058

0.2%

▲ 4.3%

5.2%

9.5%

▲ 19.0%

▲ 9,444,127

▲ 5.1%

3.3%

2.8%

▲ 17.3%

14.5%

0.3%

0.8%

1.2%

15.0%

▲ 0.9%

増　減　額

4,540,616

22,368,607

2,465,800

▲ 14.3%

109,095

増減率

7,128,451

▲ 56,803

▲ 3,321,064

地 方 債

地 方 税
地 方 譲 与 税

国 庫 支 出 金
繰 入 金
諸 収 入

地 方 交 付 税

平成29年度 普通会計決算 歳入歳出の内訳

地方税 6,958億円

(28.5%)

地方交付税 6,257億円

(25.7%)

国庫支出金 3,835億円

(15.7%)

地方債 3,526億円

(14.5%)

諸収入 1,877億円

(7.7%)

その他 1,926億円

(7.9%)

歳入 2兆4,379億円

○歳入の構成
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２　歳出（目的別）の状況
（単位：千円）

※目的別の公債費には、物件費（割引料、事務的な経費）を含むため、性質別の公債費の額と一致していません。

【主な増減要因】
◆ 補助費等の増（社会保障関係経費）、国民健康保険財政安定化基金への積立増
◆ 補助費等の増（畑作物生産改善対策費、畜産振興総合対策事業費）
◆ 貸付金の減（中小企業総合振興貸付金）
◆ 普通建設事業費の増
◆ 教職員の政令市移管に伴う人件費の減
◆ 公共土木施設災害復旧費の増
◆ 教職員の政令市移管に伴う交付金の増そ の 他

4.9%

12.0%

決　算　額

112,998,013

373,797,272

10.4%

2.8%

0.2%

18.8%

17.0%

100.0%

区　　　　　　分
構成比

4.7%

15.4%民 生 費

平成29年度

公 債 費

69,244,418

6,073,660

警 察 費

118,933,540

291,334,764

411,628,746

456,335,365

1.8%

決　算　額

115,354,907

362,178,685

64,875,754

5.3%

総 務 費

407,010,890

284,774,689

126,678,465

7,589,683

528,394,209

128,376,342

43,424,158災 害 復 旧 費

教 育 費

118,764,385

35,957,309

126,726,905

衛 生 費

労 働 費

商 工 費

農 林 水 産 業 費

土 木 費

6.7%

253,067,177

162,205,889

平成28年度

2,425,589,640

構成比

4.8%

14.9%

2.7%

0.3%

10.2%247,283,759

16.8%

5.2%

11.7%

5.2%

1.5%

4.9%

増　減　額

▲ 2,356,894

11,618,587

4,368,664

▲ 1,516,023

▲ 2.0%

3.2%

6.7%

増減率

▲ 20.0%

2.3%5,783,418

▲ 7,793,365

4,617,856

6,560,075

1,697,877

▲ 72,058,844

7,466,849

1.1%

0.1%

そ の 他

▲ 6.1%

2.3%

1.3%

▲ 13.6%

20.8%

36.6%43,441,504

21.8%

災 害 復 旧 費

農林水産業費
商 工 費

1,829,704100.0%

教 育 費

2,427,419,344合　　　　　　計

民 生 費

土 木 費

教育費 4.563億円

(18.8%)

公債費 4.116億円

(17.0%)

民生費 3,738億円

(15.4%)

土木費 2,913億円

(12.0%)

農林水産業費

2,531億円

(10.4%)

警察費

1,284億円

(5.3%)
商工費 1,189億円

(4.9%)

その他 3,940億円

(16.2%)

歳出 2兆4,274億円

○歳出の構成
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３　歳出（性質別）の状況
（単位：千円）

【主な増減要因】
◆

教職員の政令市移管に伴う減

◆ 公共事業関係予算の増

◆
道府県民税所得割臨時交付金、畑作物生産改善対策費の増等
中小企業総合振興資金貸付金の減

46.9%

▲ 14.4%

▲ 5.9%

31.0%

2,425,589,640 100.0% 1,829,704 0.1%

▲ 222,172

17,964,956 0.7% 8,420,272

1,541,544 0.1%

36,643

636,413,704 26.2%

26,385,228 1.1%

171,308,464

1.1% 9.4%

572,070,046 23.6% 64,343,658 11.2%

66,360,035 7.7%

26,581,001

856,337,496

58,029,264 2.4% 56,088,805 2.3% 1,940,459

2,505,831

3.5%

418,017,849 17.2% ▲ 971,078 ▲ 0.2%

35,951,324 1.5% 7,467,589 20.8%

35.3%

▲ 467,132 ▲ 0.7%

460,465,684 19.0% 453,969,173 18.7% 6,496,511 1.4%

4,483,732 1.1%

▲ 6.4%

増　減　額 増減率

642,251,186 26.5% ▲ 75,043,442 ▲ 11.7%

決　算　額 構成比
平成28年度

補 助 費 等

積 立 金

410,239,285 16.9%

417,046,771 17.2%

43,418,913 1.8%

922,697,531 38.0%

▲ 71,026,842

維 持 補 修 費

405,755,553 16.7%

66,809,100 2.7% 67,276,232 2.8%

29,086,832 1.2%

181,973,120 7.5% ▲ 10,664,656

118,024154,667 0.0% 0.0%

1,115,282,971 46.0%

人 件 費

義 務 的 経 費 1,044,256,129 43.0%

平成29年度

567,207,744 23.4%

決　算　額 構成比

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

物 件 費

そ の 他 の 経 費

投 資 的 経 費

区　　　　　　分

公 債 費

0.0%

義 務 的 経 費

繰 出 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

合　　　　　　計 2,427,419,344 100.0%

7.1%

貸 付 金

人 件 費

投 資 的 経 費

その他の経費
補 助 費 等

1,319,372

補助費等 6,364億円

(26.2%)

人件費 5,672億円

(23.4%)普通建設事業費 4,170億円

(17.2%)

公債費 4,102億円

(16.9%)

貸付金 1,713億円

(7.1%)

その他 2,253億円

(9.2%)

○歳出の構成

歳出 2兆4,274億円

－７－
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４ 引上げ分の地方消費税収が充てられる社会保障関係経費

［歳入］引上げ分の地方消費税収 441億円

（社会保障財源化分の市町村交付金を除く。）

［歳出］社会保障施策に要する経費 4,092億円

社会福祉 1,405億円（うち一般財源 1,021億円）

社会保険 2,229億円（うち一般財源 2,170億円）

保健衛生 458億円（うち一般財源 273億円）

引上げ分の地方消費税収が充てられた経費

（単位：億円）

項 目 H29決算

基礎年金拠出金 19

子ども・子育て支援の充実 143

保険料軽減の拡大等 40

社会保障の充実 特定疾患の対象拡大 8

医療介護の確保等 32

小 計 223

既定社会保障経費の安定財源の確保 199

合 計 441


